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平成 18 年 3 月期   個別財務諸表の概要 平成 18 年 5 月 16 日 
 
会 社 名  株式会社テレビ東京                                  上場取引所   東証第１部 
コ ー ド 番 号   ９４１１                       本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.tv-tokyo.co.jp/）  
代 表 者  役職名  代表取締役社長   氏名 菅谷 定彦 
問合せ先責任者 役職名  経理局長       氏名 髙島 政明        ＴＥＬ (03)3432－1212 
決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 16 日 中間配当制度の有無   有 
配当支払開始予定日 平成 18 年 6 月 26 日            定時株主総会開催日 平成 18 年 6 月 23 日 
単元株制度採用の有無   有(１単元 100 株) 
 
１ 18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）（百万円未満は切り捨てて表示しております） 
(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
18年3月期 
17年3月期 

百万円   ％
108,365         1.5  
106,775         7.6  

百万円   ％
5,306         21.6 
4,365         33.5 

百万円   ％
5,653         24.7 
4,532         20.4 

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
18年3月期 
17年3月期 

百万円   ％ 
 3,407         31.9  

   2,583        130.2  

円  銭
161   25 
126   41 

円  銭
―    
―  

％
8.0 
7.0 

％ 
7.3  
6.2  

％
5.2 
4.2 

(注)①期中平均株式数      18年3月期 20,644,892株   17年3月期 19,954,524株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率 

 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
18年3月期 
17年3月期 

円  銭
33   00 
30   00 

円  銭 
12   50 
7   50 

円  銭
20   50 
22   50 

百万円
681      
619      

％ 
20.5  
23.7  

％
1.5 
1.7 

(注)18年3月期期末配当金の内訳  普通配当 20円 50銭   
  17年3月期期末配当金の内訳  普通配当 12円 50銭  記念配当 10円 00銭 
 
(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 
１株当たり 
株主資本 

 
18年3月期 
17年3月期 

百万円 
78,979       
76,647       

百万円
44,689      
40,961      

％ 
56.6  
53.4  

円   銭
2,160      84 
1,981      15 

(注)①期末発行済株式数   18年3月期 20,644,750株   17年3月期 20,644,900株 
    ②期末自己株式数    18年3月期        250株   17年3月期        100株 

 
２ 19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 
通 期 

54,800
110,700

700 
2,600 

1,300 
3,200 

900
2,000

15  00 

―  

―  

15 00  

― 

30 00 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 96円88銭 
※ 上記の予想は本資料の作成時点において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績は、業況の変化等により上記数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関
する事項については添付資料の８ページをご参照ください。 

http://www.tv-tokyo.co.jp/
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【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金  10,908  11,998

 ２ 受取手形  2,503  2,192

 ３ 売掛金  17,378  18,316

 ４ 制作勘定  10,944  11,106

 ５ 貯蔵品  4  5

 ６ 前払費用  316  320

 ７ 繰延税金資産  547  366

 ８ その他  437  443

   貸倒引当金  △   32  △    4

   流動資産合計  43,008 56.1  44,747 56.7

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

  (1) 建物  7,233  7,009

  (2) 構築物  522  512

  (3) 機械及び装置  4,253  3,603

  (4) 車両運搬具  12  9

  (5) 工具器具備品  210  198

  (6) 土地  4,286  4,286

  (7) 建設仮勘定  126  1

   有形固定資産合計  16,646 21.7  15,621 19.8

 ２ 無形固定資産   

  (1) ソフトウェア  1,472  1,434

  (2) その他  22  19

   無形固定資産合計  1,495 2.0  1,454 1.8

 



ファイル名:060516短信個別.doc 更新日時:5/16/2006 11:55:00 AM 印刷日時:06/05/16 11:56 

―  ― 41

 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券  7,276  10,419

  (2) 関係会社株式  1,212  1,500

  (3) 従業員長期貸付金  169  150

  (4) 長期未収入金  ―  20

  (5) 長期前払費用  2  4

  (6) 繰延税金資産  2,680  757

  (7) 差入保証金  2,840  2,830

  (8) 敷金  1,131  1,131

  (9) その他  185  366

    投資損失引当金  ―  △   13

    貸倒引当金  △    0  △   10

   投資その他の資産合計  15,498 20.2  17,156 21.7

   固定資産合計  33,639 43.9  34,232 43.3

   資産合計  76,647 100.0  78,979 100.0
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

（負債の部）   

Ⅰ  流動負債   

 １ 支払手形  4  5

 ２ 買掛金 ※４ 3,535  3,968

 ３ 短期借入金  200  200

 ４ １年内返済予定 
   長期借入金 

 777  3,277

 ５ １年内償還予定社債  ―  3,900

 ６ 未払金  430  1,174

 ７ 未払費用 ※４ 8,109  8,478

 ８ 未払法人税等  1,370  16

 ９ 未払消費税等  433  117

 10 前受金  2,192  1,754

 11 預り金 ※４ 4,610  6,317

 12 その他  5  2

   流動負債合計  21,668 28.3  29,212 37.0

Ⅱ 固定負債   

 １ 社債  3,900  ―

 ２ 長期借入金  4,054  777

 ３ 退職給付引当金  5,708  2,505

 ４ 役員退職慰労引当金  208  261

 ５ 長期未払金  ―  1,271

 ６ 預り保証金  145  262

   固定負債合計  14,017 18.3  5,078 6.4

   負債合計  35,686 46.6  34,290 43.4

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 8,910 11.6  8,910 11.3

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  8,684  8,684

   資本剰余金合計  8,684 11.3  8,684 11.0

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  410  410

 ２ 任意積立金   

  (1) 別途積立金  18,100  19,100

 ３ 当期未処分利益  3,931  5,556

   利益剰余金合計  22,441 29.3  25,066 31.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金  924 1.2  2,028 2.6

Ⅴ 自己株式 ※３ △    0 △0.0  △    0 △0.0

   資本合計  40,961 53.4  44,689 56.6

   負債及び資本合計  76,647 100.0  78,979 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   

 １ 放送事業収入  97,765 98,972 

 ２ その他事業収入  9,010 106,775 100.0 9,392 108,365 100.0

Ⅱ 売上原価   

 １ 放送事業原価  65,938 65,967 

 ２ その他事業原価  7,853 73,791 69.1 7,473 73,440 67.8

   売上総利益  32,984 30.9  34,924 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  

 １ 代理店手数料  18,060 18,392 

 ２ 人件費  3,746 4,048 

 ３ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

 69 85 

 ４ 退職給付費用  232 150 

 ５ 業務委託費  1,423 1,388 

 ６ 租税公課  224 190 

 ７ 賃借料  800 842 

 ８ 減価償却費  419 540 

 ９ 水道光熱費  71 76 

 10 広告宣伝費  1,399 1,150 

 11 その他  2,169 28,618 26.8 2,752 29,617 27.3

   営業利益  4,365 4.1  5,306 4.9

Ⅳ 営業外収益   

 １ 受取利息  12 13 

 ２ 受取配当金 ※１ 195 368 

 ３ 賃貸料収入 ※１ 295 221 

 ４ 放送関連業務受託収入  39 ― 

 ５ 字幕放送助成金  33 44 

 ６ その他  63 639 0.6 122 770 0.7

Ⅴ 営業外費用   

 １ 支払利息  112 103 

 ２ 社債利息  145 117 

 ３ 為替差損  ― 66 

 ４ 固定資産除却損  ― 43 

 ５ その他  214 473 0.5 92 423 0.4

   経常利益  4,532 4.2  5,653 5.2
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

   税引前当期純利益  4,532 4.2  5,653 5.2

   法人税、住民税及び 
   事業税 

 1,880 892 

   法人税等調整額  68 1,948 1.8 1,353 2,245 2.1

   当期純利益  2,583 2.4  3,407 3.1

   前期繰越利益  1,503  2,406

      中間配当額  154  258

   当期未処分利益  3,931  5,556
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売上原価明細書 

(放送事業) 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費  25,349 39.3 25,507 38.4

Ⅱ 労務費  5,937 9.2 5,981 9.0

Ⅲ 経費  33,219 51.5 35,005 52.6

  当期総製造費用  64,507 100.0 66,494 100.0

  期首制作勘定残高  9,984 8,553 

合計  74,491 75,047 

  期末制作勘定残高  8,553 9,080 

  放送事業原価  65,938 65,967 

   

 

(脚注) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 原価計算の方法 

 個別原価計算を採用しております。 

１ 原価計算の方法 

 同左 

  

２ 材料費の内訳 

番組購入費 24,084百万円

中継権利金 982百万円

その他 282百万円

 合計 25,349百万円
 

２ 材料費の内訳 

番組購入費 23,878百万円

中継権利金 1,202百万円

その他 426百万円

 合計 25,507百万円
 

  

３ 経費の主な内訳 

業務委託費 11,693百万円

支払電波料 7,009百万円

出演料 1,741百万円

旅費交通費 961百万円

設備費 1,004百万円

賃借料 2,648百万円

減価償却費 2,088百万円

配分金及び印税 2,550百万円
 

３ 経費の主な内訳 

業務委託費 12,938百万円

支払電波料 6,908百万円

出演料 2,038百万円

旅費交通費 987百万円

設備費 1,070百万円

賃借料 2,454百万円

減価償却費 1,562百万円

配分金及び印税 2,951百万円
 

 



ファイル名:060516短信個別.doc 更新日時:5/16/2006 11:55:00 AM 印刷日時:06/05/16 11:56 

―  ― 46

(その他事業) 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費  1,786 22.5 1,876 26.4

Ⅱ 労務費  620 7.8 589 8.3

Ⅲ 経費  5,527 69.7 4,643 65.3

  当期総製造費用  7,934 100.0 7,109 100.0

  期首制作勘定残高  2,309 2,390 

合計  10,244 9,499 

  期末制作勘定残高  2,390 2,026 

  その他事業原価  7,853 7,473 

   

 

(脚注) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 原価計算の方法 

 個別原価計算を採用しております。 

１ 原価計算の方法 

 同左 

  

２ 材料費の内訳 

権利取得費 1,785百万円

その他 1百万円

 合計 1,786百万円
 

２ 材料費の内訳 

権利取得費 1,868百万円

その他 7百万円

 合計 1,876百万円
 

  

３ 経費の主な内訳 

業務委託費 424百万円

配分金及び印税 313百万円

出演料 23百万円

旅費交通費 35百万円

設備費 4百万円

賃借料 54百万円

減価償却費 17百万円
 

３ 経費の主な内訳 

業務委託費 895百万円

配分金及び印税 282百万円

出演料 55百万円

旅費交通費 54百万円

設備費 169百万円

賃借料 62百万円

減価償却費 10百万円
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③ 【利益処分案】 

 

  
前事業年度 

(平成17年６月24日) 
当事業年度 

(平成18年６月23日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  3,931  5,556

Ⅱ 利益処分額   

 １ 配当金  464 423 

 ２ 取締役賞与金  61 79 

 ３ 任意積立金   

   別途積立金  1,000 1,525 1,600 2,102

Ⅲ 次期繰越利益  2,406  3,453

   

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)に

よっております。 

時価のないもの：移動平均法による

原価法によっております。 

(2) その他有価証券 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 制作勘定 

 個別法による原価法によっており

ます。 

(1) 制作勘定 

同左 

 (2) 貯蔵品 

 先入先出法による原価法によって

おります。 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)につ

いては、定額法によっております。

 なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

 ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 投資損失引当金 

 ――――― 

 

(2) 投資損失引当金 

 市場価格のない有価証券に対し、将

来発生する可能性のある損失に備える

ため、必要と認められる額を計上して

おります。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異につい

ては、発生年度において一括して

処理することとしております。ま

た過去勤務債務については、発生

年度よりその発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により処理

することとしております。 

（追加情報） 

 平成17年４月１日に退職一時金

制度の一部について確定拠出年金

制度へ移行しております。これに

係る退職給付債務の差額38百万円

については、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第一号）及び

「退職給付制度間の移行等の会計

処理に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第２号）に基づ

き、当期において一括して費用処

理しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認

められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異につい

ては、発生年度において一括して

処理することとしております。ま

た過去勤務債務については、発生

年度よりその発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）による定額法により処理

することとしております。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備え

るため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ： 金利スワップ 

 ヘッジ対象 ： 借入金利息 

③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップを行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎

に行っております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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重要な会計方針の変更 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 

――――― 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を当期か

ら適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

 

表示方法の変更 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 

――――― 

前期まで営業外費用「その他」に含めて表示してお

りました「為替差損」及び「固定資産除却損」につい

ては営業外費用の100分の10を超えたため、当期より区

分掲記することに変更しました。 

なお、前期の「為替差損」は９百万円、「固定資産

除却損」は10百万円であります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物 2,080百万円

構築物 825百万円

機械及び装置 13,651百万円

車両運搬具 165百万円

工具器具備品 591百万円

 合計 17,315百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

建物 2,404百万円

構築物 914百万円

機械及び装置 14,429百万円

車両運搬具 138百万円

工具器具備品 568百万円

 合計 18,454百万円
 

  

※２ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の総数 
(普通株式) 

74,580,000株

発行済株式総数(普通株式) 20,645,000株
 

※２ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式の総数 
(普通株式) 

74,580,000株

発行済株式総数(普通株式) 20,645,000株
 

※３ 自己株式数 

普通株式 100株
 

※３ 自己株式数 

普通株式 250株
 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りであります。 

買掛金 607百万円

未払費用 953百万円

預り金 4,556百万円
 

※４ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次の通りであります。 

買掛金 553百万円

未払費用 1,014百万円

預り金 6,219百万円
 

  

５ 偶発債務 

 ㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が1,792百万円あります。 

５ 偶発債務 

 ㈱放送衛星システムの銀行借入金に対する保証債

務が1,486百万円あります。 

６ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額 

924百万円

６ 配当制限 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額 

2,028百万円
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(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に関する注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

の通りであります。 

受取配当金 145百万円

賃貸料収入 206百万円
 

※１ 関係会社に関する注記 

 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

の通りであります。 

受取配当金 298百万円

賃貸料収入 140百万円
 

  

※２ 研究開発費 

 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は57

百万円であります。 

※２ 研究開発費 

 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は 

57百万円であります。 
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(リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 5,096 2,764 2,332

車両運搬具 394 361 32

工具器具備品 71 20 50

合計 5,562 3,147 2,415
 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 2,901 1,486 1,415

車両運搬具 494 202 291

工具器具備品 ― ― ―

合計 3,396 1,689 1,706
 

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 720百万円

１年超 1,719百万円

 合計 2,440百万円
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 547百万円

１年超 1,181百万円

 合計 1,729百万円
 

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 945百万円

減価償却費相当額 900百万円

支払利息相当額 50百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 763百万円

減価償却費相当額 723百万円

支払利息相当額 37百万円
 

  

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

 貸借対照表計上額 時価（百万円） 差額（百万円） 

 （百万円）   

関連会社株式 465  18,286  17,820  

合計 465  18,286  17,820  

 

(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

① 流動資産 

繰延税金資産 

 未払賞与 392百万円

 未払事業税 110百万円

 制作勘定 15百万円

 未払事業所税 17百万円

 その他 11百万円

繰延税金資産合計 547百万円

 

② 固定資産 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 2,148百万円

 投資有価証券 806百万円

 ソフトウェア 172百万円

 役員退職慰労引当金 84百万円

 ゴルフ会員権 86百万円

 その他 11百万円

繰延税金資産合計 3,310百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 629百万円

繰延税金負債合計 629百万円

繰延税金資産の純額 2,680百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

① 流動資産 

繰延税金資産 

 未払賞与 300百万円

 未払事業税 25百万円

 制作勘定 9百万円

 未払事業所税 18百万円

 その他 13百万円

繰延税金資産合計 366百万円

 

② 固定資産 

繰延税金資産 

 退職給付引当金 1,675百万円

 投資有価証券 16百万円

 ソフトウェア 226百万円

 役員退職慰労引当金 105百万円

 ゴルフ・リゾート会員権 98百万円

 その他 15百万円

繰延税金資産合計 2,137百万円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 1,380百万円

繰延税金負債合計 1,380百万円

繰延税金資産の純額 757百万円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.49%

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.89%

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目 
△1.35%

住民税均等割 0.18%

加算税・延滞税等 0.37%

その他 0.41%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.99%

 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。 
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 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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売 上 高 の 内 訳 

                                                                         (単位：百万円) 

前事業年度 

自 平成16年4月  1日 

至 平成17年3月31日 

当事業年度 

自 平成17年4月  1日 

至 平成18年3月31日 
科        目 

金    額 構成比 金    額 構成比

前年同期比 

増減金額 

対前年同期 

増 減 率 

  ％  ％  ％

タ イ ム 収 入 61,161 57.3 61,032 56.3 △ 128 △ 0.2 

ス ポ ッ ト 収 入 27,901 26.1 28,791 26.6 890 3.2 

（ 小 計 ） (89,062) (83.4) (89,824) (82.9) (761) (  0.9) 

番 組 販 売 収 入 6,865 6.4 7,321 6.8 455 6.6 

Ｂ Ｓ 収 入 1,837 1.7 1,827 1.7 △  10 △ 0.5 

放送事業収入合計 97,765 91.5 98,972 91.3 1,206 1.2 

ソフトライツ収入 7,209 6.8 7,659 7.1 450 6.3 

イ ベ ン ト 収 入 1,528 1.4 1,672 1.5 144 9.4 

そ の 他 の 収 入 272 0.3 60 0.1 △ 212 △77.9 

その他事業収入合計 9,010 8.5 9,392 8.7 382 4.2 

合 計 106,775 100.0 108,365 100.0 1,589 1.5 

 

 

(2) 役員の異動 

役員の異動につきましては、平成18年５月16日発表の「役員の異動について」に記載のとおりで

あります。 
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